
１．職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用及び退職等の状況 （単位：人）

区分

職種

（２）職員数の状況 （各年４月１日現在）

人 人

人 人

２．職員の給与の状況

（１）人件費の状況（一般会計決算）

（２）給与費の状況（令和元年度一般会計、各特別会計、水道事業会計、下水道事業会計予算）

（３）初任給と平均給料月額 　　（平成１８年４月１日現在）

（４）特別職の給与費の状況  　（令和２年４月１日現在）

※職務上の加算があります　

（５）職員手当の状況 （令和２年４月１日現在）
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離　　　　　　　　　職

懲戒 失職

 民間企業のボーナスに当たるもの。　年間４．５月を支給

 課長職以上に対し35,800円～53,200円を支給

 扶養親族の数などに応じて支給　8,800円～23,360円（11月から翌年3月までの期間）

期末・勤勉手当

管 理 職 手 当

0

533,000円  　 計　  4.5 月分

人件費

（Ａ）

２９年度

0

（Ｂ）

歳出総額

一人当たり

 危険、不快、不健康等の特殊な業務に従事する職員に支給特殊勤務手当

人件費率

計（Ｂ）
期末・勤勉
手　　　当職員手当

教 育 長

※　職員数、職員給与費及び平均年齢は、当初予算の積算上の数値となっております。

126,979

職員数
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職員数

令和　元年度

区  分

採用

一般行政職

技能労務職

年　　度

扶 養 手 当

※　このほか、地域手当や通勤手当、勤務の実績に応じて支給される時間外・休日・管理職員特別勤務手当があります

住 居 手 当

 扶養親族のある職員に配偶者6,500円、配偶者以外は1人6,500円～15,000円

寒 冷 地 手 当

 借家は、27,000円を上限に家賃などに応じて支給

3

給　料

３０年度、２９年度の人件費率

※　人件費には、議会議員、各種委員、特別職の給料・報酬等を含みます。

1,150,887

職　　員　　給　　与　　費
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　　　　千円
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（参　　　考）
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増減数 主　な　増　減　理　由

人 千円

令和　２年度 159 △４
退職者不補充による減

（Ｂ／Ａ）

6,863,495

　　　　　千円

163

元年度

千円

３０年度

15.3％

平均年齢

（Ｂ／Ａ）

　　　　％

16.8 14.1％

給　与　費

千円

193,900円

163

千円

 　　（令和２年４月１日現在）

経験年数区分別平均給料月額

千円

209,547 5,463 38歳3月890,468

182,200円

採用２年
経 過 後
給 料 額

158,900円

10年以上

326,300円

15年未満

276,400円

15年以上

20年未満

238,500円

　６月　　2.25月分
１２月　　2.25月分副 町 長

20年以上

25年未満

初任給

大学卒

高校卒

区        分

一般行政職
150,600円

553,942

期　末　手　当　の　支　給　割　合区　　分

685,000円

570,000円

353,000円

269,100円 329,400円

給 料 月 額

町　　長



３．職員の勤務時間と休暇等

・　 月曜～金曜　８時４５分～１７時１５分（一般的な職員の場合）

・　　 年次休暇、病気、結婚、服喪、産前、産後、介護の休暇や育児休業など

４．分限・懲戒処分について

・分限処分者数 休職 ２名

・懲戒処分者数 免職 １名

減給 ３名

５．服務規律の遵守について

６．職員研修

７．福利厚生について

を図っています。

８．職員の人事評価について

職員の能力及び業績を把握したうえで行う人事評価を導入しています。

勤務時間

休 暇

＝　給与・人事・研修などの詳しい内容は,ホームページをご覧下さい。　＝

町民の皆さんからの信頼を確保するため、日頃から町職員としての自覚を持ち、研修や服務
規律の確認・周知などに取り組んでいます。

新規採用職員や係長・課長向けの研修、コミュニケーション能力向上などを目指した研修、
専門的な知識を学ぶ研修などにより、職員の育成に努めています。

職員健康診断事業、安全衛生管理事業等を実施し、職員の健康増進と快適な職場環境の形成


